
実　績（H17⇔H21） 試　算（Ｈ18．6月）

１　最終処分場の延命化 約52.3万㎥削減 約48.6万㎥削減

約19.7万トン増加 約0.7万トン増加

（１）廃プラ焼却による増加 約36.7万トン増加 約16.6万トン増加

（２）最終処分場から発生する
　　　メタンガスの削減

約8.2万トン削減 約9.6万トン削減

（３）電力会社での温室効果
　　　ガス発生抑制

約8.8万トン抑制 約6.3万トン抑制

約53億円削減 約52億円削減

（１）ごみ焼却作業経費 約0.7億円増加 約7億円増加

（２）不燃ごみ処理作業経費 約27.1億円削減 約38億円削減

（３）埋立処分委託費 約15.7億円削減 約10億円削減

（４）売電収入
　　(新エネルギー売却分を除く）

約11.0億円増収 約11億円増収

廃プラスチックのサーマルリサイクル実施による効果と影響

３　経費（決算に基づく比較）

内
訳

項　　　目

２　温室効果ガス排出量

内
訳

１　最終処分場の延命化
　廃プラサーマルによって、不燃ごみの埋立量は約45.6万㎥(約81％
削減)の削減となりました。埋立処分量全体でも約52.3万㎥（約
66％）の大幅な削減となりました。＜図１参照＞

２　温室効果ガス排出量
　温室効果ガス排出量は最終処分場から発生するメタンガスの削減
効果と電力会社での温室効果ガスの発生抑制効果がありましたが、
廃プラスチックの焼却に伴う温室効果ガスが増加したことで約19.7
万トンの増加となりました。＜図２参照＞

３　経　費　（決算に基づく比較）
　廃プラサーマルに直接影響されると考えられる経費について、
平成17年度と平成21年度の決算で比較したところ、不燃ごみ処理
経費の減少や売電収入の増加により約53億円の削減となりまし
た。
　売電収入の増加は、廃プラスチックを含む高カロリーごみの焼
却により発電量が増加したもので、廃プラサーマルによるエネル
ギー回収が経費面でも効果として現れた結果となりました。
＜図３、４参照＞

●廃プラサーマルの実施により、埋立処分量の削減、発電量の増加など「最終処分場の延命化」と「資源の有効利用（熱エネルギー利
  用）」について十分な効果がありました。また、ごみ処理経費の削減や売電収入の増加などの経費的な効果もありました。
●温室効果ガス排出量は、最終処分場や電力会社から発生する分についての抑制効果はありましたが、廃プラスチックの焼却量が増え
  たことで全体としては増加しました。
　清掃一組では、機器の省エネルギー化や高効率発電設備の導入などにより、温室効果ガスの排出抑制に一層取り組んでいきます。

廃プラスチックのサーマルリサイクル実施による効果と影響について＜概要版＞ 平 成 ２ ２ 年 ９ 月
東京二十三区清掃一部事務組合

　　廃プラスチックのサーマルリサイクル（廃プラサーマル）は「最終処分場の延命化」と「資源の有効利用」を目的として実施されました。清掃一組では、廃
プラサーマル実施による効果と影響について、平成18年６月に試算を行いましたが、廃プラサーマルが本格実施され1年が経過したことから、モデル収集
開始前の平成17年度と平準化された平成21年度のごみ処理実績、所要経費に基づき改めて検証を行いました。検証結果は以下のとおりです。
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注　発電量及び売電量については、決算ベース（３月～２月）で表示しています。
注　容積は、重量から推計したものです。

注　発電量は、決算ベース（３月～２月）で表示しています。

３月
21年度

10月 1月
22年度
９月３月

17年度
10月 ４月３月８月７月６月
19年度 20年度18年度

10
10月
22

６月

全体として約19．7万トン増加
 

（１）廃プラスチック焼却による
温室効果ガスの増加 約36．7万トン増加約49．3万トン 約85．9万トン

＜平成１７年度＞ ＜平成２１年度＞

（３）電力会社での温室効果ガス
発生抑制効果 抑制 抑制

（２）最終処分場から発生する

温室効果ガス(メタンガス)の削減
 

約9．9万トン 約1．6万トン 約8．2万トン削減

（参考）廃プラ焼却量（約21万トン）⇒（約36万トン）

(参考) 不燃ごみ埋立量（約46万トン）⇒（約10万トン）

約36．5万トン 約45．2万トン 約8．8万トン削減

(参考) 発電量 　（991,379千kWh）⇒（1,082,217千kWh）

東京都で排出された温室効果ガス
5,780万t(平成20年度)の0.3%

＜増減（端数処理含む）＞

※　上記は、清掃一組が担っている中間処理における
温室効果ガスの効果と影響を計算したもので、収集運
搬等に係るものは含まれていません。

図１　埋立処分量（容積）

売電収入・発電量の推移
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図２　温室効果ガス排出量

図３　売電収入・発電量の推移

図４　ごみ焼却量１トン当たりの発電量の推移

＜参考＞サーマルリサイクルの実施経過
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CO2の排出イメージ図
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